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※は報酬を支給する役員分のみ記載
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郡山地方土地開発公社

職員平均年齢※

郡山市分のみ表記　（出資金総額は19,600千円）
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２　財務状況

資本金（基本金）等

(うち有利子負債）
負債

平成24年度

ウェブサイトアドレス

累積欠損金

郡山市朝日一丁目23番7号

団 体 名 設立年月日

1,195,131
総資産

公有地の拡大の推進に関する法律

http://www.city.koriyama.fukushima.jp/031000/toshisebi/gaiyo.html

事 業 内 容

平成26年度
1,566,442

所 在 地

総務部総務法務課19,600  

平成25年度

10,000  市出資（出捐）金 市所管部課

１　地方公共団体等の依頼に基づく公共用地等の先行取得及び地方公共団体が再取得するまでの当該用地の管理
２　住宅用地、工業用地、流通業務団地等の造成事業
３　史跡、名勝または天然記念物の保護又は管理に必要な土地の取得
４　 1～３の業務に附帯する事業

（単位：千円）
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損益計算書

総収入(売上高＋営業外収益＋特別利益)

資本

人件費（千円）

　当公社においては、平成26年度に残存土地が全て買い戻しされたこ
とや、未収金の繰上償還が積極的に行われたことで、順調に債務残高
の圧縮が進んだ。
　また、構成市町村の政策等にとって重要かつ緊急性があり、事業計
画が明確で、再取得の財源が確保されている事案以外には、新規事
業には着手しない方針としており、将来の解散を見据えて大幅に債務
等が増えることはない。
　さらに、役職員の兼務により人件費の削減に取り組むとともに、定期
預金への預け入れにより剰余金の着実かつ適正運用を図っており、経
営状況も良好である。

７　市の評価
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　当公社においては、平成26年度に残存土地が全て買い戻しされたことや、未
収金の繰上償還が積極的に行われたことで、順調に債務残高の圧縮が進ん
だ。
　また、構成市町村の政策等にとって重要かつ緊急性があり、事業計画が明確
で、再取得の財源が確保されている事案以外には、新規事業には着手しない方
針としており、将来の解散を見据えて大幅に債務等が増えることはない。
　さらに、役職員の兼務により人件費の削減に取り組むとともに、定期預金への
預け入れにより剰余金の着実かつ適正運用を図っており、経営状況も良好であ
る。


